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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第124期中 第125期中 第126期中 第124期 第125期

会計期間

自　平成19年
４月１日

至　平成19年
９月30日

自　平成20年
４月１日

至　平成20年
９月30日

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成19年
４月１日

至　平成20年
３月31日

自　平成20年
４月１日

至　平成21年
３月31日

売上高 (百万円) 32,469 ― 28,968 66,322 63,070

経常利益 (百万円) 2,189 ― 2,406 4,713 2,329

中間(当期)純利益 (百万円) 1,332 ― 1,440 2,757 1,081

純資産額 (百万円) 21,357 ― 23,763 22,510 22,476

総資産額 (百万円) 54,306 ― 53,247 53,766 51,774

１株当たり純資産額 (円) 609.12 ― 676.66 642.07 640.43

１株当たり中間

(当期)純利益
(円) 38.19 ― 41.29 79.04 30.99

潜在株式調整後

１株当たり中間

(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.1 ― 44.3 41.7 43.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 364 ― 2,108 2,474 4,704

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △1,639 ― △2,568 △3,772 △6,315

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 1,608 ― △288 623 3,122

現金及び現金同等物

の中間期末(期末)残高
(百万円) 1,828 ― 1,582 820 2,330

従業員数

 〔外、平均臨時雇用人員〕
(名)

845

〔132〕

―

　 〔―〕

874

 〔109〕

867

　 〔130〕

882

 〔112〕

　（注）１　売上高には、消費税及び地方消費税（以下消費税等という）は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

３　第125期中間期の半期報告書は作成しておりませんので、記載しておりません。

　　　　　　参考情報として第125期第２四半期報告書の連結財務諸表等を「第５　経理の状況　１　中間連結財務諸表

　　　　　　等　(2)その他」に記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第124期中 第125期中 第126期中 第124期 第125期

会計期間

自　平成19年
４月１日

至　平成19年
９月30日

自　平成20年
４月１日

至　平成20年
９月30日

自　平成21年
４月１日

至　平成21年
９月30日

自　平成19年
４月１日

至　平成20年
３月31日

自　平成20年
４月１日

至　平成21年
３月31日

売上高 (百万円) 31,662 ― 28,444 64,753 62,128

経常利益 (百万円) 1,910 ― 2,126 4,228 2,016

中間(当期)純利益 (百万円) 1,195 ― 1,339 2,527 1,136

資本金 (百万円) 3,450 ― 3,450 3,450 3,450

発行済株式総数 (株) 34,900,000 ― 34,888,417 34,900,000 34,888,417

純資産額 (百万円) 20,345 ― 22,562 21,402 21,399

総資産額 (百万円) 50,290 ― 50,861 50,446 49,318

１株当たり配当額 (円) 6.00 ― 7.00 13.00 19.00

自己資本比率 (％) 40.5 ― 44.4 42.4 43.4

従業員数

 〔外、平均臨時雇用人員〕
(名)

664

〔99〕

―

　〔―〕

705

 〔60〕

689

　〔96〕

719

〔75〕

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利

益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

３　第125期中間期の半期報告書は作成しておりませんので、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当社グループは、当社、親会社及び子会社４社の合計６社で構成されております。

　当社及び当社子会社は、主として次に記載するような合成樹脂を原料とする包装用フィルム及び産業用機能性フィ

ルムの製造販売等を行っております。

(1) 包装用フィルム事業

　 種類 機能 主用途

１ ポリプロピレン(PP)延伸フィルム

　一般ベースフィルム 印刷適性等

食品全般包装

(他フィルムと貼合わせのベースフィルム)

雑貨包装(単体で使用)

　 　多層特殊フィルム

　(複数の樹脂で積層)
ヒートシール性等 パン等の包装

　 　コートフィルム

　(フィルムにコート剤を塗布)

ガスバリア性、

防湿性、

保香性等

食品全般包装

 (貼合わせのベースフィルム)

２ ポリプロピレン(PP)無延伸フィルム

　一般シーラント*フィルム
　(*シーラントとは、熱接着可能なフィルム)

ヒートシール性等
食品全般包装

 (ベースフィルムとの貼合わせ)

　

特殊フィルム(多層等)

ヒートシール性、

耐熱性、印刷性、

イージーオープン性等

レトルト食品、麺、パン、ゼリー等の包

装

３ ポリエチレン(PE)無延伸フィルム ヒートシール性、

耐寒性、

密封性等

食品全般包装

(ベースフィルムとの貼合わせ)

４ 蒸着フィルム

(PP、PE、ポリエステル(PET)等のフィルム表

面にアルミ又は酸化アルミを蒸着)

ガスバリア性、

防湿性、

保香性等

スナック、菓子、冷凍食品等の包装(他

フィルムとの貼合わせ)

(2) 産業用機能性フィルム事業

１ シリコーンコートフィルム

(PETフィルム等にシリコーンを塗布)
剥離性等 電子材料製造工程での離型用

２ ＴＰＸフィルム

(特殊ポリオレフィンフィルム)

耐熱性、

剥離性等
回路基板成型用

３ プロテクトフィルム 粘着性、非汚染性 大型光学部品の保護用

４ 熱接着性フィルム 加熱接着性、

金属接着性

電線の被覆材

アルミ／プラスチックサンドイッチ板

〈事業系統図〉
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　（注）＊は連結子会社、※は持分法適用会社であります。
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３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

包装用フィルム事業 642〔 72〕

産業用機能性フィルム事業 131〔 10〕

全社(共通) 101〔 27〕 

合計 874〔109〕

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。なお、臨時雇用者は、パートタイマー及び嘱託契約の従業員等であり、派遣社員を除いております。

(2) 提出会社の状況

　 平成21年９月30日現在

従業員数(名) 705〔60〕

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

　　　　なお、臨時雇用者は、パートタイマー及び嘱託契約の従業員等であり、派遣社員を除いております。

(3) 労働組合の状況

　提出会社は「東セロ労働組合」、四国トーセロ㈱は「四国トーセロ労働組合」が、それぞれ組織されております。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

  包装フィルム事業につきましては、原料樹脂の値下がりに伴う製品価格修正を行う中で需要最悪期からは脱しつ

つありますが、消費マインドの減退と夏場の天候不順もあり、厳しい事業環境が続きました。

　産業用機能性フィルム事業につきましては、2008年度後半に急激な需要減少がありましたが、春先から需要が急激

に回復し始めました。

　このような状況のもとで、当社グループは、高付加価値品の拡販、製品の品質と生産性の向上、新製品の開発・上市、

コストダウン等の諸施策を強力に推進してまいりました。

  以上の結果、当中間期の売上高は289億68百万円となりました。

また営業利益は25億16百万円、経常利益は24億6百万円、中間純利益は14億40百万円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

〈包装用フィルム事業〉

  ポリプロピレンフィルムは、主力の食品包装向け需要が低調であったため、汎用銘柄の販売数量は減少したもの

の、コーティングを中心とした高付加価値品を中心に積極的に拡販に努めたことから、販売数量は若干の減少に止ま

りましたが、売上高は原料樹脂の値下がりに伴う製品価格修正も相俟って減少しました。

  ポリエチレンフィルムは、新型インフルエンザ対策による液体手洗い石鹸等の詰替用に加え、家庭内食品備蓄需要

で増販したものの、業務用、飲料用等の需要が減少したため、販売数量、売上高共に減少しました。

  蒸着フィルム（アルミ蒸着、透明蒸着）は、冷凍食品の回復基調と菓子、スナック等が堅調であったことから、販売

数量、売上高ともにほぼ前年同期並みでした。

  以上を含め、包装用フィルム事業の売上高は239億70百万円、営業利益は21億32百万円となりました。

　

〈産業用機能性フィルム事業〉

　シリコーンコートフィルムは、液晶テレビや携帯電話、パーソナルコンピューター等のデジタル機器の需要回復に

牽引され、積層セラミックコンデンサーの生産数量が回復したため、販売数量はほぼ前年同期並みとなりましたが、

売上高は、価格低下とハイエンド品の比率低下により前年を下回りました。

  ＴＰＸフィルムは、携帯電話の需要が前年同期レベルまで回復しなかったため、また、内部回路用のフレキシブル

プリント基板の需要の回復が遅れたことにより、前年同期に比べ、販売数量、売上高ともに減少しました。 

  以上を含め、産業用機能性フィルム事業の売上高は49億98百万円、営業利益は3億84百万円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、21億8百万円となりました。この内訳は、税金等調整前中間純利益24億6百万

円、減価償却費15億24百万円、たな卸資産の減少額8億78百万円、売上債権の増加額△32億7百万円等であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、△25億68百万円となりました。これは、有形固定資産の取得による支出△26

億99百万円等であります。

 

　以上により、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・キャッ

シュ・フローは、△4億59百万円となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、△2億88百万円となりました。これは、社債の発行による収入30億円、社債の

償還による支出△20億円、長期借入金の返済による支出△8億78百万円等であります。

 

　以上の結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ、7億47百万円減少し、15

億82百万円となりました。

　

　　(注)前期は四半期報告書を提出しているため、前年同期の数値、増減及び前年同期比は、記載しておりません。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

包装用フィルム事業 19,048

産業用機能性フィルム事業 4,028

合計 23,077

　（注）１　金額は、販売価格等により算出しております。

２　金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前期は四半期報告書を提出しているため、前年同期比は、記載しておりません。

(2) 受注実績

　重要な受注生産は行っておりませんので、記載を省略しております。

(3) 販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

包装用フィルム事業 23,970

産業用機能性フィルム事業 4,998

合計 28,968

　（注）１　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前期は四半期報告書を提出しているため、前年同期比は、記載しておりません。
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３【対処すべき課題】

　　当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

　生じた課題はありません。

　

４【事業等のリスク】

　当社グループでは、経営活動の脅威となるすべての事象（前兆、予兆）をリスクと認識し、そのリスク顕在化の未然

防止及びリスク顕在化の最小化のための対策を講じるよう努めております。

　当社グループの将来の業績と財務状況に影響を与えうるリスクには、以下のようなものがあります。なお、文中にお

ける将来に関する事項は、半期報告書提出日(平成21年12月25日)現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　但し、これらは当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではありません。

(1) 当社グループの主要製品は、原油、ナフサ等を主原料とする合成樹脂を原材料として生産されており、国際的な原油、

ナフサ価格の上昇に伴う原料合成樹脂価格の上昇は、当社グループの製造費用を増加させる要因となります。

　当社グループといたしましては、コストダウン努力と販売価格の適正化によって利益の確保を図る方針であります

が、取引先への販売価格の修正が順調に進まない場合、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 当社グループは、原材料等につきましては、親会社である三井化学株式会社及び同社の子会社である株式会社プライ

ムポリマーを主たる調達先としております。

　従って、これらの会社の不測の事態により、当社グループへの原材料等供給の縮小があった場合、代替供給先の確保

には常に努めておりますが、代替品調達の困難性による操業停止又は縮小の可能性があり、業績と財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。

　

(3) 当社グループの産業用機能性フィルムはＩＴ産業の需要に大きく依存しており、これらの業界の好不調により、売上

高及び収益が大きく変動する要因を含んでおり、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(4) 当社グループは、生産活動に当たっては、安全・安定操業と製品品質の確保に最大限留意しておりますが、重大な事

故・災害が生じ操業が停止した場合、あるいは重大な品質問題が発生した場合は、売上の低下やコストの増加を招く

可能性があり、業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

６【研究開発活動】

　６月末の事業部制への移行に合わせて、包装フィルム、産業用フィルム両事業部の事業戦略に則った製品開発を推進

するとともに、次世代製品の開発にも怠りなく取り組みました。

　包装フィルムの開発においては、バリアフィルム「マックスバリア」の酸素バリア性、水蒸気バリア性のレベルを一

層高め、新たな用途展開に向けた活動を始めました。

　産業用フィルムの開発においては、表面保護フィルム「ピュアテクト」で微粘着から強粘着までの製品群の性能改

善を図り、光学部材用途で採用され始めました。また、当社バリア技術を活かして、水蒸気バリア性の高い太陽電池用

バックシート用バリアフィルムの開発も着実に進みました。

　次世代製品の開発においては最高水準の水蒸気バリア性を有した超バリアフィルムの開発が進み、有機ＥＬ用途で

高い評価が得られました。また、環境問題でますます重要性の高まっている生分解性フィルムでは、大幅な耐熱性アッ

プに成功しました。

  なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は6億20百万円であり、包装用フィルム事業に2億75百万円、産業用機

能性フィルム事業に3億45百万円の研究開発費を投入しました。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、半期報告書提出日(平成21年12月25日)現在において当社グループが判断したもの

であります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成し

ております。

　この中間連結財務諸表の作成にあたり、貸倒引当金、退職給付引当金及び役員退職慰労引当金等の引当金の計上、

投資有価証券等の評価、固定資産の減損に係る会計基準における回収可能額の算定、繰延税金資産の回収可能性の

判断等については、過去の実績・現在の状況等から合理的と考えられる見積り並びに判断を行っております。

　なお、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合があります。

(2) 財政状態の分析　

　当社グループは、拡大成長に必要となる利益の増加を目指すとともに、ＲＯＡ(総資産経常利益率)の向上を目標に

資産の効率化及び圧縮に努めております。

　また、運転資金の効率化、設備投資資金の安定確保並びに健全な財務状況の維持を方針としております。

　当中間連結会計期間末の総資産は、流動資産の増加等により前連結会計年度末に比べ、14億73百万円増加し、532億

47百万円となりました。

　主な増減は以下のとおりであります。

①流動資産

　当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ、14億85百万円増加し、280億52百万円となりました。主

な要因は、受取手形及び売掛金の増加によるものであります。

②固定資産

　当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ、11百万円減少し、251億95百万円となりました。主な要

因は、固定資産の売却によるものであります。

③負債

　当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ、1億86百万円増加し、294億84百万円となりました。主な

要因は、長期借入金の返済及び社債の償還があったものの、社債を発行したことによるものであります。

④純資産

　当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ、12億86百万円増加し、237億63百万円となりました。主

な要因は、利益剰余金の増加によるものであります。

　

　以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ、1.1ポイント増加し、44.3％となり、１株当たり純資産は、

前連結会計年度末に比べ36円23銭増加し、676円66銭となりました。

　

　　(注)前期は四半期報告書を提出しているため、前年同期の数値、増減及び前年同期比は、記載しておりません。
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(3) 経営成績の分析

①業績の概要

　当連結会計期間における業績の概要は「第２　事業の状況　１　業績等の概要」に記載のとおりであります。

②売上高と営業利益

　「第２　事業の状況　１　業績等の概要」のとおり、売上高は、289億68百万円となりました。

　営業利益は、製品価格修正のタイムラグと高付加価値品の販売に注力しましたが、不況及び製品先安感による買

控え、電子部品業界の広範囲かつ大幅な需要減等により、25億16百万円となりました。

③経常利益

　経常利益は、営業外損益の純額が△1億9百万円となり、24億6百万円となりました。

④税金等調整前当期純利益

　税金等調整前中間純利益は、24億6百万円となりました。

⑤法人税等及び法人税等調整額

　法人税等は、8億40百万円となりました。

　法人税等調整額は、1億1百万円となりました。

⑥少数株主利益

　少数株主利益は、23百万円となりました。

⑦中間純利益

　中間純利益は、14億40百万円となりました。

　１株当たり中間純利益は、41円29銭となりました。

　

　　(注)前期は四半期報告書を提出しているため、前年同期の数値、増減及び前年同期比は、記載しておりません。

　

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資本の財源及び資金の流動性

　当社グループの自己資本は、前連結会計年度末に比べ、12億63百万円増加し、236億7百万円となりました。

一方、当中間連結会計期間末の有利子負債残高は、前連結会計年度末に比べ、1億31百万円増加し、124億23百万円

となりました。この結果、デット・エクイティ・レシオ(有利子負債÷自己資本)は、0.52倍と前連結会計年度末(0.55

倍)と比べ、0.03ポイントの減少となりました。

　なお、当社グループは、営業活動における収入に加え、金融機関からの借入金、コマーシャル・ペーパー(電子ＣＰ

)の発行、売上債権の流動化(売却)、社債発行を行っている他、コミットメントラインを締結しており、将来必要な運

転資金及び設備投資資金につきましては、十分調達可能であると考えております。

②キャッシュ・フローの状況

　キャッシュ・フローの状況については、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」に記載のとおりであります。　
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

(1)当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な変更

はありません。

　

(2)前連結会計年度に計画していた設備投資のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりです。

　　　 ポリプロピレン無延伸フィルム製造設備(東セロ㈱古河工場)は、平成21年7月に完了いたしました。

(3)当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画は、ありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 139,600,000

計 139,600,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在

発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,888,417 34,888,417 非上場
　当社は単元株制度は

　採用しておりません。

計 34,888,417 34,888,417 ― ―

　（注）当社は、平成21年４月１日付の株式交換により、三井化学㈱の完全子会社となりましたので、単元株制度を　　

廃止しております。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式
総数増減数

(千株)

発行済株式
総数残高

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額

(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

 平成21年９月30日 － 34,888 － 3,450 － 2,042

（５）【大株主の状況】

　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

三井化学株式会社 東京都港区東新橋１丁目５番２号 34,888 100.00

計 － 34,888 100.00

　（注）当社は、平成21年４月１日付の株式交換により、三井化学㈱の完全子会社となりました。

EDINET提出書類

東セロ株式会社(E00662)

半期報告書

14/62



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

34,888,417

 

34,888,417
―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 34,888,417 ― ―

総株主の議決権 ― 34,888,417 ―

　（注）当社は、平成21年４月１日付の株式交換により、三井化学㈱の完全子会社となりましたので、単元株制度を　　

廃止しております。

②【自己株式等】

　　      該当事項はありません。

　

２【株価の推移】

　当社は非上場でありますので、該当事項はありません。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

(3) 前中間連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は中間連結財務諸表を作成していないため、以

下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。

　なお参考情報として前第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)の四半期連結貸借対照表並びに前第２四半

期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ

・フロー計算書を「１　中間連結財務諸表等」の「(２)その他」に記載しております。

　また、前中間会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は中間財務諸表を作成していないため、以下

に掲げる中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書については、前中間会計期間との対比は

行っておりません。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21

年９月30日）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）の中間財務諸

表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】
（１）【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,582 2,330

受取手形及び売掛金 18,183 15,024

たな卸資産 7,642 8,520

その他 700 753

貸倒引当金 △57 △62

流動資産合計 28,052 26,567

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 7,488

※1
 6,982

機械装置及び運搬具（純額） ※1,※2
 9,660

※1,※2
 8,618

その他（純額） ※1
 4,433

※1
 6,024

有形固定資産合計 ※3
 21,581

※3
 21,625

無形固定資産 331 380

投資その他の資産

投資有価証券 1,868 1,494

その他 1,454 1,741

貸倒引当金 △39 △34

投資その他の資産合計 3,282 3,201

固定資産合計 25,195 25,207

資産合計 53,247 51,774

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,582 9,998

短期借入金 ※1
 1,733

※1
 1,776

コマーシャル・ペーパー 2,200 2,200

1年内償還予定の社債 － 2,000

未払法人税等 886 42

その他 3,087 4,301

流動負債合計 18,489 20,319

固定負債

社債 3,000 －

長期借入金 ※1
 5,409

※1
 6,244

退職給付引当金 2,263 2,302

役員退職慰労引当金 108 193

その他 213 236

固定負債合計 10,994 8,977

負債合計 29,484 29,297
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,450 3,450

資本剰余金 2,042 2,042

利益剰余金 17,829 16,807

自己株式 － －

株主資本合計 23,322 22,300

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 284 42

評価・換算差額等合計 284 42

少数株主持分 155 133

純資産合計 23,763 22,476

負債純資産合計 53,247 51,774
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②【中間連結損益計算書】
（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 28,968 63,070

売上原価 22,587 52,369

売上総利益 6,381 10,701

販売費及び一般管理費

運送費及び保管費 1,239 2,453

荷造費 36 86

貸倒引当金繰入額 － 0

給料手当及び福利費 936 1,844

退職給付費用 72 143

役員退職慰労引当金繰入額 21 42

研究開発費 620 1,424

減価償却費 66 140

その他 871 1,972

販売費及び一般管理費合計 3,864 8,110

営業利益 2,516 2,591

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 19 48

持分法による投資利益 4 －

物品売却益 15 45

固定資産賃貸料 16 34

貸倒引当金戻入額 6 24

受取補償金 2 8

雑収入 18 22

営業外収益合計 83 185

営業外費用

支払利息 107 233

手形売却損 15 53

持分法による投資損失 － 6

固定資産処分損 6 45

支払補償費 8 42

減価償却費 19 －

雑損失 35 65

営業外費用合計 193 447

経常利益 2,406 2,329

特別利益

投資有価証券売却益 － 230

特別利益合計 － 230
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別損失

たな卸資産評価損 － 230

減損損失 － ※1
 522

特別損失合計 － 753

税金等調整前中間純利益 2,406 1,806

法人税、住民税及び事業税 840 802

法人税等調整額 101 △102

法人税等合計 942 699

少数株主利益 23 25

中間純利益 1,440 1,081
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結株主資本等変動計算

書
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,450 3,450

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 3,450 3,450

資本剰余金

前期末残高 2,042 2,042

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 2,042 2,042

利益剰余金

前期末残高 16,807 16,221

当中間期変動額

剰余金の配当 △418 △488

中間純利益 1,440 1,081

自己株式の消却 － △6

当中間期変動額合計 1,021 586

当中間期末残高 17,829 16,807

自己株式

前期末残高 － △6

当中間期変動額

自己株式の取得 － △0

自己株式の消却 － 6

当中間期変動額合計 － 6

当中間期末残高 － －

株主資本合計

前期末残高 22,300 21,708

当中間期変動額

剰余金の配当 △418 △488

中間純利益 1,440 1,081

自己株式の取得 － △0

自己株式の消却 － －

当中間期変動額合計 1,021 592

当中間期末残高 23,322 22,300
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結株主資本等変動計算

書
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 42 692

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

242 △650

当中間期変動額合計 242 △650

当中間期末残高 284 42

少数株主持分

前期末残高 133 109

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

22 23

当中間期変動額合計 22 23

当中間期末残高 155 133

純資産合計

前期末残高 22,476 22,510

当中間期変動額

剰余金の配当 △418 △488

中間純利益 1,440 1,081

自己株式の取得 － △0

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

264 △626

当中間期変動額合計 1,286 △34

当中間期末残高 23,763 22,476
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 2,406 1,806

減価償却費 1,524 2,929

減損損失 － 522

投資有価証券売却損益（△は益） － △230

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △21

退職給付引当金の増減額（△は減少） △39 58

前払年金費用の増減額（△は増加） 22 8

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △84 37

受取利息及び受取配当金 △19 △49

支払利息 107 233

持分法による投資損益（△は益） △4 6

有形固定資産除却損 6 42

売上債権の増減額（△は増加） △3,207 4,981

たな卸資産の増減額（△は増加） 878 864

仕入債務の増減額（△は減少） 583 △4,320

未払消費税等の増減額（△は減少） 221 △2

その他 △228 △125

小計 2,165 6,742

利息及び配当金の受取額 20 45

利息の支払額 △111 △232

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 34 △1,851

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,108 4,704

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,699 △6,132

有形固定資産の売却による収入 117 －

投資有価証券の取得による支出 △1 △358

投資有価証券の売却による収入 － 235

子会社の清算による収入 26 －

その他の支出 △12 △60

その他の収入 2 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,568 △6,315
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

預り金の増減額(△は減少) 10 △60

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） － 2,200

長期借入れによる収入 － 2,800

長期借入金の返済による支出 △878 △1,327

社債の発行による収入 3,000 －

社債の償還による支出 △2,000 －

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △418 △488

少数株主への配当金の支払額 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △288 3,122

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △747 1,510

現金及び現金同等物の期首残高 2,330 820

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 1,582

※1
 2,330
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

(1)　連結子会社の数:3社

連結子会社：

四国トーセロ株式会社

トーセロ・ロジスティクス株式会社

トーセロスリッター株式会社

１ 連結の範囲に関する事項

(1)　連結子会社の数:3社

連結子会社：

四国トーセロ株式会社

トーセロ・ロジスティクス株式会社

トーセロスリッター株式会社

 （追加情報）

　前連結会計年度において連結子会社であったトーセロ

パックス㈱は、平成20年4月1日付で、当社と合併し、解散

しております。

(2)　非連結子会社：

四セロ産業株式会社

　  上記１社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、中

間純損益及び利益剰余金等は、中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除い

ております。

(2)　非連結子会社：

新トーセロ産業株式会社

四セロ産業株式会社

　上記２社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除いております。

　  前連結会計年度において非連結子会社であった新

トーセロ産業㈱は、平成21年9月30日付で、清算結了し

ております。

　

２ 持分法の適用に関する事項

 持分法適用の非連結子会社数:1社

会社名：

四セロ産業株式会社

２ 持分法の適用に関する事項

 持分法適用の非連結子会社数:2社

会社名：

新トーセロ産業株式会社

四セロ産業株式会社

　  前連結会計年度において持分法適用会社であった新

トーセロ産業㈱は、平成21年9月30日付で、清算結了し

たため、持分法の範囲から除いております。

　

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項

　  連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と一致して

おります。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

　  連結子会社の事業年度は、連結決算日と一致しており

ます。
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当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項

(1)  重要な資産の評価基準及び評価方法

４ 会計処理基準に関する事項

(1)  重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券：

その他有価証券

時価のあるもの

  中間決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

①有価証券：

その他有価証券

時価のあるもの

  決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

 移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②たな卸資産：移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）

②たな卸資産：同左

(2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

(2)  重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物及び構築物

３年～50年

機械装置及び運搬具

４年～15年

    同左

　

②無形固定資産（リース資産を除く） ②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間(５年

)に基づく定額法を採用しております。

    同左

③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース

取引）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が企業会計基準第13号

「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開

始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース

取引）

    同左

 

EDINET提出書類

東セロ株式会社(E00662)

半期報告書

26/62



当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(3)  重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(3)  重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

    同左

②退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法によ

り費用処理をしております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしております。

②退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法によ

り費用処理をしております。

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしております。

③役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく当中間連結会計期間末要支給額を計上してお

ります。

③役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。

(4)　その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項

①消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

②中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整

額

 当中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等

調整額は、当連結会計年度において予定している圧

縮積立金の積立及び取崩を前提として、当中間連結

会計期間に係る金額を計算しております。

(4)　その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　

①消費税等の会計処理 

同左

②　　　　　―――――――――

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

───────── （棚卸資産の評価に関する会計基準）

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、

移動平均法による原価法によっておりましたが、当連結

会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第9号　平成18年7月5日公表分）が適用された

ことに伴い、移動平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より算定しております。

これにより、売上原価を506百万円計上するとともに、期

首在庫分については、特別損失（たな卸資産評価損）に

230百万円を計上しております。

この結果、営業利益及び経常利益は506百万円、税金等調

整前当期純利益は737百万円それぞれ減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。

───────── （リース取引に関する会計基準）

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年3月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年1月

18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年

3月30日改正))が適用されたことに伴い、当連結会計年度

より、同会計基準及び同適用指針を適用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が同会計基準及び同適用指針の適用初年度開

始後のリース取引（少額リース以外）については、該当

ありません。　

また、セグメント情報に与える影響はありません。
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

当中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりです。

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりです。

建物及び構築物 149百万円

機械装置及び運搬具 33百万円

その他 15百万円

計 198百万円

建物及び構築物 155百万円

機械装置及び運搬具 36百万円

その他 6百万円

計 198百万円

担保付債務は次のとおりです。

長期借入金(１年以内返済を含む)   65百万円

　

担保付債務は次のとおりです。

長期借入金(１年以内返済を含む)   70百万円

　

※２　徳島県補助金交付規則にもとづく企業立地促進補助

金により取得価額より直接控除した圧縮額

※２　徳島県補助金交付規則にもとづく企業立地促進補助

金により取得価額より直接控除した圧縮額

機械装置及び運搬具 185百万円 機械装置及び運搬具 185百万円

※３　減価償却累計額                   47,147百万円

　

※３　減価償却累計額                  46,192百万円

　

　４　偶発債務

(保証債務)

　４　偶発債務

(保証債務)

 従業員(住宅資金等)  　　　　　　　   13百万円  　　　従業員(住宅資金等)                　16百万円
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(中間連結損益計算書関係)

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

───────── ※１　減損損失

　(1) グルーピングの方法

  当社グループは減損会計の適用にあたっては、原則

として工場ごとにグルーピングを実施しております。

ただし、一部の工場については、包装用フィルム事業

と産業用機能性フィルム事業にさらに細分化してグ

ルーピングを実施し、減損の兆候を判定しておりま

す。また、貸与資産及び遊休資産については個々の資

産ごとに、減損の兆候を判定しております。

　(2) 減損損失を認識するに至った経緯

　当連結会計年度は、ビニロンフィルム事業の事業譲

渡契約締結に伴い、譲渡資産（譲渡対象資産）及び貸

与資産（事業譲渡後、譲渡先に貸与する資産）につい

て回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に

計上しております。また、貸与資産については、貸与期

間終了後、撤去予定であり、解体撤去費用他を減損損

失に計上しております。

 　(3) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、譲渡資産については正味売却価額、

貸与資産については使用価値により測定しておりま

す。

用途 所在地
種類及び減損損失額

（百万円）

譲渡資産
静岡県

浜松市　
機械装置他　　　　 153　

貸与資産
静岡県

浜松市　

建物及び構築物　　 161　

機械装置及び運搬具  59

　

有形固定資産(その他) 8

解体撤去費用他　　 140　

  合計　　　　　　　 369　
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間（自　平成21年4月1日　至　平成21年9月30日）

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数（株）

当中間連結会計期間

増加株式数（株）

当中間連結会計期間

減少株式数（株）

当中間連結会計期間末

株式数（株）

発行済株式     

普通株式 34,888,417 － － 34,888,417

自己株式     

普通株式 － － － －

2. 配当に関する事項

(1)配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成21年6月26日

 定時株主総会
普通株式 418 12 平成21年3月31日 平成21年6月29日

(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり

 配当額(円) 基準日 効力発生日

平成21年10月30日

 取締役会
普通株式 244 利益剰余金 7 平成21年9月30日 平成21年12月3日

前連結会計年度（自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日）

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数（株）

   当連結会計年度

   増加株式数（株）

   当連結会計年度

   減少株式数（株）

当連結会計年度末

  株式数（株）

発行済株式     

普通株式 34,900,000 － 11,583 34,888,417

自己株式     

普通株式 11,183 400 11,583 －

(注)自己株式数の増加400株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

発行済株式数及び自己株式数の減少11,583株は、自己株式の消却によるものであります。

2. 配当に関する事項

(1)配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円) 配当の原資　
１株当たり

 配当額(円) 基準日 効力発生日

平成20年6月27日

 定時株主総会
普通株式 244 利益剰余金 7 平成20年3月31日 平成20年6月30日

平成20年10月31日

 取締役会
普通株式 244 利益剰余金 7 平成20年9月30日 平成20年12月4日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 次のとおり、決議しております。

(決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり

 配当額(円) 基準日 効力発生日

平成21年6月26日

 定時株主総会
普通株式 418 利益剰余金 12 平成21年3月31日 平成21年6月29日
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在) (平成21年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,582百万円

現金及び現金同等物 1,582百万円

現金及び預金勘定 2,330百万円

現金及び現金同等物 2,330百万円

（リース取引関係）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

　

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

　

中間期末
残高
相当額

(百万円)
機械装置及び運搬具 312　 220　 91
有形固定資産その他 154　 114　 39
無形固定資産 25　 19　 6

合計 492　 355　 137

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

　

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

　

期末残高
相当額
　

(百万円)
機械装置及び運搬具 364　 248　 116
有形固定資産その他 237　 175　 62
無形固定資産 25　 17　 8

合計 627　 440　 186

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。

②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 67百万円

１年超 69百万円

合計 137百万円

１年内 86百万円

１年超  100百万円

合計 186百万円

　なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しております。

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 49百万円

減価償却費相当額 49百万円

支払リース料 128百万円

減価償却費相当額 128百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

　当中間連結会計期間　(平成21年９月30日現在)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　　　　　　　区分
取得原価
(百万円)

   中間連結貸借対照表
     計上額(百万円)

差額
(百万円)

株式 1,301 1,771 470

計 1,301 1,771 470

  (注）当社グループは、減損処理にあたり、中間決算日における時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄につい

て全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落した銘柄には、時価の回復可能性が認められないと判断される

場合、減損処理することとしております。

 

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

区分
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券 　

非上場株式 84

計 84

 前連結会計年度　(平成21年３月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの

　　　　　　　区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

株式 1,300 1,375 75

計 1,300 1,375 75

  (注）当社グループは、減損処理にあたり、期末日における時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄について全

て減損処理を行い、30％以上50％未満下落した銘柄には、時価の回復可能性が認められないと判断される場

合、減損処理することとしております。

 

２　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

  その他有価証券 　

非上場株式 84

計 84

（デリバティブ取引関係）

当中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません

前連結会計年度　　（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当中間連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　
包装用

フィルム事業
(百万円)

産業用機能性
フィルム事業

(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高      

(1) 外部顧客に対する

売上高
23,970 4,998 28,968 － 28,968

(2) セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ － － － －

計 23,970 4,998 28,968 － 28,968

営業費用 21,838 4,614 26,452 － 26,452

営業利益 2,132 384 2,516 － 2,516

　（注）１　事業区分は製品の使用目的の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業の主な製品

  (1)包装用フィルム事業…………ポリプロピレンフィルム、ポリエチレンフィルム、蒸着フィルム、ビニロン

フィルム等

  (2)産業用機能性フィルム事業…シリコーンコートフィルム、TPXフィルム、プロテクトフィルム、熱接着性

フィルム、生分解性フィルム等

 ３　全ての営業費用は各セグメントに配賦されているため配賦不能営業費用はありません。

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　
包装用

フィルム事業
(百万円)

産業用機能性
フィルム事業

(百万円)

合計

 (百万円)
消去又は全社

(百万円)
連結

 (百万円)

売上高      

(1) 外部顧客に対する

売上高
54,585 8,485 63,070 － 63,070

(2) セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ － － － －

計 54,585 8,485 63,070 － 63,070

営業費用 52,221 8,257 60,479 － 60,479

営業利益 2,363 227 2,591 － 2,591

　（注）１　事業区分は製品の使用目的の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業の主な製品

(1)包装用フィルム事業　　　…ポリプロピレンフィルム、ポリエチレンフィルム、蒸着フィルム、ビニロンフィ

ルム等

(2)産業用機能性フィルム事業…シリコーンコートフィルム、TPXフィルム、プロテクトフィルム、熱接着性

フィルム、生分解性フィルム等

３　全ての営業費用は各セグメントに配賦されているため配賦不能営業費用はありません。

４　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。

　これにより、当連結会計年度の営業利益が包装用フィルム事業において290百万円、産業用機能性フィルム事

業において216百万円減少しています。

５　営業費用の配賦方法の変更

  当社の研究開発費及び管理部門に係わる共通費用については、「各事業の売上高比」で配賦しておりました

が、当連結会計年度より、経営成績をより適正に反映させるために、研究開発費については、「各事業テーマ従

事人員比（研究部門）」、管理部門に係わる共通費用については、「各事業の人員比」に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合と比較して、包装用フィルム事業においては、営業費用が669百万円減少、

営業利益が同額増加し、産業用機能性フィルム事業においては、営業費用が669百万円増加、営業利益が同額減

少しております。
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【所在地別セグメント情報】

 [
 

] 当中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 前連結会計年度　　（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 

　提出会社及び連結子会社は日本国内に所在しているので、該当ありません。

【海外売上高】

 [
 

] 当中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）
 前連結会計年度　　（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　

　海外売上高は連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。

（１株当たり情報）

当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 676.66円

１株当たり中間純利益 41.29円

１株当たり純資産額 640.43円

１株当たり当期純利益 30.99円

　（注)１　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

       ２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

  
当中間連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額　　　　　　 (百万円) 23,763 22,476

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 155 133

（うち少数株主持分） 　 (155) (133)

普通株式に係る中間期末(期末)の

純資産額
(百万円) 23,607 22,343

１株当たり純資産額の算定に用いられた

中間期末(期末)の普通株式の数
(千株) 34,888 34,888

　　　 ３　１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　 　
当中間連結会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

中間(当期)純利益             (百万円) 1,440 1,081

普通株式に係る中間(当期)純利益 (百万円) 1,440 1,081

普通株式の期中平均株式数 (千株) 34,888 34,888
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（重要な後発事象）

当中間連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　当社は、平成21年12月15日開催の取締役会において、平成

22年10月(予定)を期日として、当社、三井化学㈱のフィル

ム／シート事業及び三井化学ファブロ㈱(三井化学㈱の

100％子会社)を統合すること決議し、平成21年12月16日付で

基本合意書を締結しました。統合の目的は、三井化学グルー

プ内に分散しているフィルム／シート事業を集約し経営資

源の集中投入を行うことで、統合効果の最大化、経営・事業

基盤の強化及び社会・環境ニーズに合致した高付加価値製

品の拡大を図ることであります。

１　三井化学㈱のフィルム／シート事業の譲り受け

　(1)譲り受ける相手会社等

①譲り受ける相手会社

三井化学㈱

②譲り受けの方法

譲り受けの方法については、現在、確定しておりませ

ん。

③譲り受ける資産・負債の額

対象資産・負債については、現在、確定しておりませ

ん。

２　三井化学ファブロ㈱との合併

　(1)合併する相手会社等

①合併する相手会社

三井化学ファブロ㈱

②合併の方法

東セロ株式会社を存続会社とする吸収合併方式

(2)三井化学ファブロ㈱の概要（平成21年３月31日現在）

商号 三井化学ファブロ㈱

所在地
東京都千代田区九段北4-2-6
市ヶ谷ビル

代表者名　 代表取締役社長　吉川　謙二 

資本金 400百万円

総資産 10,815百万円

売上高

(平成21年3月期)
18,069百万円　

事業内容　 フィルム等の製造、加工及び販売他

株主構成
当社親会社三井化学㈱の100％子会社
　

　

──────
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（２）【その他】

　前中間連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は四半期連結財務諸表を作成しているため、

以下に参考情報として前第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)の四半期連結貸借対照表並びに前第２四

半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書を記載しております。

　　　①【四半期連結貸借対照表】

　 （単位：百万円）

 
前第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

資産の部 　  

流動資産 　  

現金及び預金 　 814

受取手形及び売掛金 　 20,894

商品及び製品 　 8,410

仕掛品 　 4

原材料及び貯蔵品 　 1,395

その他 　 750

貸倒引当金 　 △81

流動資産合計 　 32,187

固定資産 　  

有形固定資産 　  

建物及び構築物（純額） ※１ 7,238

機械装置及び運搬具（純額） ※１ 9,122

その他（純額） ※１　 3,798

有形固定資産合計 　 20,159

無形固定資産 　 419

投資その他の資産 　  

投資有価証券 　 2,116

その他 　 1,346

貸倒引当金 　 △37

投資その他の資産合計 　 3,425

固定資産合計 　 24,004

資産合計 　 56,192
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前第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

負債の部 　  

流動負債 　  

支払手形及び買掛金 　 14,398

短期借入金 　 1,535

1年内返済予定の長期借入金 　 1,234

コマーシャル・ペーパー 　 1,200

1年内償還予定の社債 　 2,000

未払法人税等 　 1,135

その他 　 4,076

流動負債合計 　 25,580

固定負債 　  

社債 　 －

長期借入金 　 4,588

退職給付引当金 　 2,244

役員退職慰労引当金 　 171

その他 　 53

固定負債合計 　 7,058

負債合計 　 32,638

純資産の部 　  

株主資本 　  

資本金 　 3,450

資本剰余金 　 2,042

利益剰余金 　 17,536

自己株式 　 △6

株主資本合計 　 23,022

評価・換算差額等 　  

その他有価証券評価差額金 　 412

評価・換算差額合計 　 412

少数株主持分 　 119

純資産合計 　 23,554

負債純資産合計 　 56,192

　　　②【四半期連結損益計算書】

　　　　【第２四半期連結累計期間】

　 （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

売上高 　 34,070

売上原価 　 27,198

売上総利益 　 6,872

販売費及び一般管理費 　  

運送費及び保管費 　 1,290

荷造費 　 52
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前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

貸倒引当金繰入額 　 0

給料手当及び福利費 　 935

退職給付費用 　 68

役員退職慰労引当金繰入額 　 21

研究開発費 　 733

その他 　 1,027

販売費及び一般管理費合計 　 4,131

営業利益 　 2,741

営業外収益 　  

受取利息 　 0

受取配当金 　 25

持分法による投資利益 　 0

物品売却益 　 26

固定資産賃貸料 　 17

貸倒引当金戻入額 　 5

雑収入 　 16

営業外収益合計 　 92

営業外費用 　  

支払利息 　 110

雑損失 　 87

営業外費用合計 　 198

経常利益 　 2,636

特別利益 　  

投資有価証券売却益 　 230

特別利益合計 　 230

特別損失 　  

たな卸資産評価損 　 230

特別損失合計 　 230

税金等調整前四半期純利益 　 2,635

法人税等 　 1,065

少数株主利益 　 10

四半期純利益 　 1,558

　　　③【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　 （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　  

税金等調整前四半期純利益 　 2,635

減価償却費 　 1,427

投資有価証券売却損益(△は益) 　 △229

受取利息及び受取配当金 　 △26
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前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

支払利息 　 110

売上債権の増減額（△は増加） 　 △936

たな卸資産の増減額（△は増加） 　 △425

仕入債務の増減額（△は減少） 　 79

その他 　 △58

小計 　 2,576

利息及び配当金の受取額 　 22

利息の支払額 　 △113

法人税等の支払額 　 △1,003

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 1,482

投資活動によるキャッシュ・フロー 　  

有形固定資産の取得による支出 　 △3,096

投資有価証券の取得による支出 　 △357

投資有価証券の売却による収入 　 234

その他 　 △32

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △3,251

財務活動によるキャッシュ・フロー 　  

短期借入金の純増減額(△は減少) 　 1,500

コマーシャル・ペーパーの増減額(△は減少) 　 1,200

長期借入金の返済による支出 　 △691

配当金の支払額 　 △244

その他 　 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 1,763

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 　 △6

現金及び現金同等物の期首残高 　 820

現金及び現金同等物の四半期末残高 　※１ 814

　　【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1)連結の範囲の変更

　前連結会計年度において連結子会社であった

トーセロパックス㈱は、平成20年4月1日付で、当社

と合併し、解散しております。

(2)変更後の連結子会社の数

　３社
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前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

２．会計処理基準に関する事

項の変更

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

 たな卸資産　

  通常の販売目的で保有するたな卸資産について

は、従来、移動平均法による原価法によっておりま

したが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号　平

成18年7月5日）が適用されたことに伴い、移動平均

法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定

しております。

  これにより、売上原価を94百万円計上するととも

に、期首在庫分については、特別損失（たな卸資産

評価損）に230百万円を計上しております。　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  この結果、当第２四半期連結累計期間の営業利益

及び経常利益は94百万円、税金等調整前四半期純利

益は325百万円それぞれ減少しております。

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。

　　【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．税金費用の計算   税金費用については、当第２四半期連結会計期

間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗

じて計算しております。　

  なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示

しております。　

　　【注記事項】

　　　(四半期連結貸借対照表関連)

前第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

※１　減価償却累計額                   47,045百万円

　

　２　偶発債務

(保証債務)

従業員(住宅資金等)
   17百万

円

　　　(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年9月30日現在)

現金及び預金勘定        814百万円

現金及び現金同等物        814百万円
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　　　(株主資本関連)

前第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平

成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　34,900,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　11,183株

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり　　
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月27日

定時株主総会
普通株式 244 利益剰余金　 7 平成20年3月31日 平成20年6月30日

(2) 基準日が前第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が前第２四半期連結会計期

　　間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり　　
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年10月31日

取締役会
普通株式 244 利益剰余金　 7 平成20年9月30日 平成20年12月4日

　　　(セグメント情報)

　　　【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
包装用

フィルム事業
(百万円)

産業用機能性
フィルム事業

(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 28,177 5,893 34,070 － 34,070

(2) セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ － － － －

計 28,177 5,893 34,070 － 34,070

営業利益 1,804 936 2,741 － 2,741

　（注）１　事業区分は製品の使用目的の類似性を考慮して区分しております。

２　各事業の主な製品

  (1)包装用フィルム事業…………ポリプロピレンフィルム、ポリエチレンフィルム、蒸着フィルム、ビニロン

フィルム等

  (2)産業用機能性フィルム事業…シリコーンコートフィルム、TPXフィルム、プロテクトフィルム、熱接着性

フィルム、生分解性フィルム等

 ３　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間

より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日）を適用しております。こ

れにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益が、包装用フィルム事業において92百万円、産業用機能性

フィルム事業において2百万円減少しています。

　

　　　【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　提出会社及び連結子会社は日本国内に所在しているので、該当ありません。

　

　　　【海外売上高】

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　海外売上高は連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。
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　　　(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

前第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 671.71円

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 　
前第2四半期連結会計期間末
（平成20年9月30日）

純資産の部の合計額                (百万円) 23,554

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 119

（うち少数株主持分） 　 (119)

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会計

年度末）の純資産額　　　　　　　　　
(百万円) 23,435

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連

結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式の数

　　　　　　　　　　　　　　　

(千株) 34,888

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益  44.67円

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

　  ２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純利益 (百万円) 1,558

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 1,558

普通株式の期中平均株式数 (千株) 34,888

　　　(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：百万円）

当中間会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,433 2,184

受取手形 4,016 2,734

売掛金 13,784 11,980

たな卸資産 7,075 7,820

その他 1,182 ※2
 1,424

貸倒引当金 △57 △62

流動資産合計 27,435 26,081

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 5,503 5,243

機械及び装置（純額） 8,349 7,095

建設仮勘定 2,644 4,233

その他（純額） 2,427 2,186

有形固定資産合計 ※1
 18,924

※1
 18,760

無形固定資産 298 349

投資その他の資産

投資有価証券 1,855 1,459

その他 2,386 2,701

貸倒引当金 △38 △34

投資その他の資産合計 4,203 4,127

固定資産合計 23,426 23,236

資産合計 50,861 49,318

負債の部

流動負債

買掛金 10,473 9,870

短期借入金 1,315 1,327

コマーシャル・ペーパー 2,200 2,200

1年内償還予定の社債 － 2,000

未払金 ※2
 1,312 2,422

未払法人税等 751 －

その他 2,028 2,105

流動負債合計 18,081 19,926

固定負債

社債 3,000 －

長期借入金 4,970 5,628

退職給付引当金 1,926 1,936

役員退職慰労引当金 108 193

その他 211 234

固定負債合計 10,217 7,992

負債合計 28,298 27,918
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（単位：百万円）

当中間会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,450 3,450

資本剰余金

資本準備金 2,042 2,042

利益剰余金

利益準備金 412 412

その他利益剰余金

配当引当積立金 220 220

圧縮積立金 622 622

別途積立金 13,610 12,810

繰越利益剰余金 1,920 1,799

利益剰余金合計 16,785 15,864

自己株式 － －

株主資本合計 22,278 21,357

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 284 42

評価・換算差額等合計 284 42

純資産合計 22,562 21,399

負債純資産合計 50,861 49,318

EDINET提出書類

東セロ株式会社(E00662)

半期報告書

45/62



②【中間損益計算書】
（単位：百万円）

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 28,444 62,128

売上原価 22,491 52,147

売上総利益 5,952 9,981

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費合計 3,799 7,857

営業利益 2,153 2,124

営業外収益

受取利息 5 12

受取配当金 63 131

雑収入 104 192

営業外収益合計 173 336

営業外費用

支払利息 101 216

手形売却損 15 53

支払補償費 8 43

雑損失 74 130

営業外費用合計 200 444

経常利益 2,126 2,016

特別利益

関係会社清算益 26 －

投資有価証券売却益 － 230

抱合せ株式消滅差益 － 176

特別利益合計 26 406

特別損失

たな卸資産評価損 － 221

減損損失 － ※1
 522

特別損失合計 － 744

税引前中間純利益 2,152 1,678

法人税、住民税及び事業税 711 672

法人税等調整額 101 △130

法人税等合計 813 541

中間純利益 1,339 1,136
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,450 3,450

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 3,450 3,450

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,042 2,042

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 2,042 2,042

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 412 412

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 412 412

その他利益剰余金

配当引当積立金

前期末残高 220 220

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 220 220

圧縮積立金

前期末残高 622 697

当中間期変動額

圧縮積立金の取崩 － △74

当中間期変動額合計 － △74

当中間期末残高 622 622

別途積立金

前期末残高 12,810 11,010

当中間期変動額

別途積立金の積立 800 1,800

当中間期変動額合計 800 1,800

当中間期末残高 13,610 12,810
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（単位：百万円）

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 1,799 2,883

当中間期変動額

圧縮積立金の取崩 － 74

別途積立金の積立 △800 △1,800

剰余金の配当 △418 △488

中間純利益 1,339 1,136

自己株式の消却 － △6

当中間期変動額合計 121 △1,084

当中間期末残高 1,920 1,799

利益剰余金合計

前期末残高 15,864 15,222

当中間期変動額

圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △418 △488

中間純利益 1,339 1,136

自己株式の消却 － △6

当中間期変動額合計 921 641

当中間期末残高 16,785 15,864

自己株式

前期末残高 － △6

当中間期変動額

自己株式の取得 － △0

自己株式の消却 － 6

当中間期変動額合計 － 6

当中間期末残高 － －

株主資本合計

前期末残高 21,357 20,709

当中間期変動額

剰余金の配当 △418 △488

中間純利益 1,339 1,136

自己株式の取得 － △0

自己株式の消却 － －

当中間期変動額合計 921 647

当中間期末残高 22,278 21,357
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（単位：百万円）

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 42 692

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

242 △650

当中間期変動額合計 242 △650

当中間期末残高 284 42

純資産合計

前期末残高 21,399 21,402

当中間期変動額

剰余金の配当 △418 △488

中間純利益 1,339 1,136

自己株式の取得 － △0

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

242 △650

当中間期変動額合計 1,163 △2

当中間期末残高 22,562 21,399
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法 １　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1) 有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

②　その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左 

(2) たな卸資産

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) たな卸資産

同左 

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　  定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　３年～47年

機械装置　　　４年～15年

同左

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） (2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

同左

(3) リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取

引）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が企業会計基準第13号

「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開

始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

(3) リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取

引）

同左

 

EDINET提出書類

東セロ株式会社(E00662)

半期報告書

50/62



当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討して計

上しております。

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

 　(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生していると認められる

額を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費

用処理をしております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定

額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると認められる額を

計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費

用処理をしております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定

額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

(3) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く当中間会計期間末要支給額を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く当事業年度末要支給額を計上しております。

４　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事

項

(1)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

(2)中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額

 当中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整

額は、当事業年度において予定している圧縮積立金

の積立及び取崩を前提として、当中間会計期間に係

る金額を計算しております。

４　その他財務諸表作成のための重要な事項

　

(1)消費税等の会計処理

同左

(2)　　　　       ──────
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

───────── （棚卸資産の評価に関する会計基準）

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従

来、移動平均法による原価法によっておりましたが、当

事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第9号　平成18年7月5日公表分）が適用

されたことに伴い、移動平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）により算定しております。

これにより、売上原価を457百万円計上するとともに、期

首在庫分については、特別損失（たな卸資産評価損）に

221百万円を計上しております。

この結果、営業利益及び経常利益は457百万円、税引前当

期純利益は679百万円それぞれ減少しております。

───────── （リース取引に関する会計基準）

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13

号（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平成

19年3月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年

1月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成

19年3月30日改正))が適用されたことに伴い、当事業年度

より、同会計基準及び同適用指針を適用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が同会計基準及び同適用指針の適用初年度

開始後のリース取引については、該当ありません。　
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

当中間会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度
(平成21年３月31日)

※１　減価償却累計額

39,673百万円

※１　減価償却累計額

39,069百万円

※２　未払消費税等は流動負債の未払金に含めて表示して

おります。

※２　未収消費税等は、流動資産の未収入金に含めて表示

しております。

　３　偶発債務

(保証債務)

四国トーセロ㈱(長期借入金) 708百万円

従業員(住宅資金等) 13百万円

計 722百万円

　３　偶発債務

(保証債務)

四国トーセロ㈱(長期借入金) 893百万円

従業員(住宅資金等) 16百万円

計 909百万円

(保証予約)

トーセロ・ロジスティクス㈱ 　

   (長期借入金) 65百万円

   (当社の負担割合に基づく保証予約) (39百万円)

(保証予約)

トーセロ・ロジスティクス㈱  

   (長期借入金)  70百万円

   (当社の負担割合に基づく保証予約) (42百万円)
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(中間損益計算書関係)

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　減損損失

─────────

※１　減損損失

　(1) グルーピングの方法

　当社は減損会計の適用にあたっては、原則として

工場ごとにグルーピングを実施しております。ただ

し、一部の工場については、包装用フィルム事業と

産業用機能性フィルム事業にさらに細分化してグ

ルーピングを実施し、減損の兆候を判定しておりま

す。又、貸与資産及び遊休資産については個々の資

産ごとに、減損の兆候を判定しております。

　(2) 減損損失を認識するに至った経緯

　当事業年度は、ビニロンフィルム事業の事業譲渡

契約締結に伴い、譲渡資産（譲渡対象資産）及び貸

与資産（事業譲渡後、譲渡先に貸与する資産）につ

いて回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失に計上しております。

　また、貸与資産については、貸与期間終了後、撤去

予定であり、解体撤去費用他を減損損失に計上して

おります。

　 　(3) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は、譲渡資産については正味売却価

額、貸与資産については使用価値により測定してお

ります。

用途 所在地
種類及び減損損失額

（百万円）

譲渡資産
静岡県

浜松市　
機械及び装置他　　153　

貸与資産
静岡県

浜松市　

建物　　　　　　　138　

構築物　　　　 　　22　

機械及び装置　　 　59　

工具、器具及び備品　8

解体撤去費用他　　140　

  合計　　　　　　　369　

２　減価償却実施額

有形固定資産　 　　             1,104百万円

無形固定資産　　  　               55百万円

２　減価償却実施額

有形固定資産　　　              2,057百万円

無形固定資産　 　　               117百万円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成21年4月1日　至　平成21年9月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
   前事業年度末

    株式数 (株)
   当中間会計期間

  増加株式数（株）

   当中間会計期間

  減少株式数（株）

  当中間会計期間末

    株式数（株）

普通株式 － － － －

前事業年度（自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
   前事業年度末

    株式数 (株)
当事業年度

  増加株式数（株）

当事業年度

  減少株式数（株）

当事業年度末

    株式数（株）

普通株式 11,183 400 11,583 －

(注)自己株式数の増加400株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少11,583株は消却によるものであります。 
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（リース取引関係）

当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

　

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

　

中間期末残高
相当額
　

(百万円)
機械装置 182 　 105 　 76

車両運搬具 3 　 2 　 0

工具器具備品 27　 　 22　 　 4　

ソフトウエア 19　 　 16　 　 2　

合計 232 　 147　 　 85　

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　

取得価額
相当額
　

(百万円)

　

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

　

期末残高
相当額
　

(百万円)
機械装置 234 　 141 　 92

車両運搬具 3 　 2 　 1

工具器具備品 27　 　 19　 　 7　

ソフトウエア 19　 　 14　 　 4　

合計 284　 　 178　 　 106　

なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」により算定しておりま

す。

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。

②　未経過リース料中間期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 32百万円

１年超 53百万円

合計 85百万円

１年内 38百万円

１年超 67百万円

合計  106百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」に

より算定しております。

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。

③　支払リース料及び減価償却費相当額 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 20百万円

減価償却費

相当額
20百万円

支払リース料 52百万円

減価償却費

相当額
52百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

 [
 

] 当中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 前事業年度　　（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

（１株当たり情報）

　

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（重要な後発事象）

当中間会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

　当社は、平成21年12月15日開催の取締役会において、平成

22年10月(予定)を期日として、当社、三井化学㈱のフィル

ム／シート事業及び三井化学ファブロ㈱(三井化学㈱の

100％子会社)を統合すること決議し、平成21年12月16日付で

基本合意書を締結しました。統合の目的は、三井化学グルー

プ内に分散しているフィルム／シート事業を集約し経営資

源の集中投入を行うことで、統合効果の最大化、経営・事業

基盤の強化及び社会・環境ニーズに合致した高付加価値製

品の拡大を図ることであります。

１　三井化学㈱のフィルム／シート事業の譲り受け

　(1)譲り受ける相手会社等

①譲り受ける相手会社

三井化学㈱

②譲り受けの方法

譲り受けの方法については、現在、確定しておりませ

ん。

③譲り受ける資産・負債の額

対象資産・負債については、現在、確定しておりませ

ん。

２　三井化学ファブロ㈱との合併

　(1)合併する相手会社等

①合併する相手会社

三井化学ファブロ㈱

②合併の方法

東セロ株式会社を存続会社とする吸収合併方式

(2)三井化学ファブロ㈱の概要（平成21年３月31日現在）

商号 三井化学ファブロ㈱

所在地
東京都千代田区九段北4-2-6
市ヶ谷ビル

代表者名　 代表取締役社長　吉川　謙二 

資本金 400百万円

総資産 10,815百万円

売上高

(平成21年3月期)
18,069百万円　

事業内容　 フィルム等の製造、加工及び販売他

株主構成
当社親会社三井化学㈱の100％子会社
　

　

──────
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（２）【その他】

　平成21年10月30日開催の取締役会において、第126期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)の中間配当を当

社定款第39条の規定に基づき、次のとおり行うことを決議しました。

(1) 中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　244,218,919円

 (2) １株当たりの配当金　　　　　　　        7円00銭

 (3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日　　  平成21年12月3日

(注)平成21年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　
有価証券報告書、

その添付書類及び確認書

事業年度

(第125期)

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日
　
平成21年６月26日

関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

東セロ株式会社(E00662)

半期報告書

60/62



 独立監査人の中間監査報告書 

 平成21年12月25日

東セロ株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 杉山　正治　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 垂井　健　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東セロ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、東セロ株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年12月16日付で三井化学株式会社及び三井化学ファブロ株式会社

と事業統合に関する基本合意書を締結した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の中間監査報告書 

 平成21年12月25日

東セロ株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 杉山　正治　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 垂井　健　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

東セロ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第126期事業年度の中間会計期間(平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

東セロ株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年12月16日付で三井化学株式会社及び三井化学ファブロ株式会社

と事業統合に関する基本合意書を締結した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　※　１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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